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米子市掲示第１３号

人事行政の運営等の状況について

人事行政の運営等の状況（別に公表する給与・定員管理に係るものを除く。）を次のとおり公表

する。

令和８年６月１日

米子市長 伊 木 隆 司

１ 職員の任用の状況

⑴ 職員の競争試験の状況

（単位：人）

大学卒業程度
（令和7年9月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

一般事務 25 9 3 8.3

土木 2 2 2 1.0

建築 0 0 0 -
計 27 11 5 5.4

社会人経験者採用
（令和7年9月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

一般事務 47 18 5 9.4

一般事務（埋蔵文化
財発掘経験者）

1 1 0 -

土木 2 1 0 -

建築 0 0 0 -

機械 3 1 0 -

計 53 21 5 10.6

大学卒業程度
（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

一般事務 87 49 14 6.2

一般事務（埋蔵文化
財発掘経験者）

5 3 0 -

土木 4 3 0 -

建築 0 0 0 -

保健師 7 5 3 2.3

水道技術 0 0 0 -

計 103 60 17 6.1

短大卒業程度
（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

保育士 12 8 4 3.0

高校卒業程度
（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

一般事務 14 4 2 7.0

一般事務（障がい者
対象）

4 1 1 4.0

計 18 5 3 6.0
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⑵ 職員の採用の状況

採用者数（「その他」には再任用職員、任期付職員及び派遣職員を含む。）

（単位：人）

⑶ 職員の異動の状況

（市長部局・教育委員会事務局・その他事務局）

（単位：件）

特定業務職
（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

特定業務 10 5 1 10.0

社会人経験者採用
（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

一般事務 48 23 11 4.4

一般事務（埋蔵文化
財発掘経験者）

0 0 0 -

一般事務（DX人材） 2 2 0 -

土木 3 1 0 -

建築 2 1 0 -

計 55 27 11 5.0

大学卒業程度・追加
募集

（令和8年4月採用）

第１次受験者数
(A)

第１次合格者数
最終合格者数

(B)
競争率
(A)/(B)

機械 1 1 0 -

水道技術 3 2 1 3.0

計 4 3 1 4.0

区 分
男性 女性

計
正規職員 その他 正規職員 その他

職
種

一般事務 18 7 17 4 46

特定業務職 － － 1 － 1

土木 2 － 1 － 3

建築 － － － － －

電気 － － － － －

保健師 － － 2 1 3

心理士 1 － 1 － 2

社会福祉主事 1 － － － 1

保育士 － － 3 － 3

現業職 － － － － －

栄養士 － － 1 － 1

看護師 － － － 1 1

計 22 7 26 6 61

区

分

部長級 次長級 課長級
課長
補佐級

担当課長
補佐級

係長級 主任級 一般 計

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

昇
任

4 - 7 3 7 1 4 4 3 10 25 9 10 11 60 38

異
動

- 1 3 - 5 2 11 5 6 7 25 23 14 20 3 6 67 66



3

（上下水道局）

⑷ 職員の退職の状況

（市長部局・教育委員会事務局・その他事務局）

（単位：人）

（上下水道局）

２ 職員の人事評価の状況

人事評価制度の概要

３ 職員の勤務時間、休暇及び旅費等に関する勤務条件の状況

⑴ 職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

※午前７時から午後１０時までの間における７時間４５分の勤務時間の割振変更制度あり

区

分

部長級 次長級 課長級
課長
補佐級

担当課長
補佐級

係長級 主任級 一般 計

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

昇
任

- - 1 - 2 - 2 1 4 - 4 - - 1 13 2

異
動

1 - 1 - 1 1 5 - 5 4 20 1 8 4 - 2 41 12

区 分 男性 女性 計

定年退職 - - -

任期満了・派遣等 12 16 28

自己都合退職 18 12 30

区 分 男性 女性 計

定年退職 - - -

任期満了・派遣等 4 - 4

自己都合退職 4 - 4

区 分

内 容

市長部局・教育委員会事務局
・その他事務局

上下水道局

評価の回数 1回 1回

評価の時期 1月 1月

評価の対象者数 951人 153人

評価結果の反映 給与（勤勉手当）及び昇給に反映 給与（勤勉手当）に反映

苦情相談 評価結果に対する苦情相談窓口の設置 評価結果に対する苦情相談窓口の設置

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 正午から午後１時まで
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⑵ 年次有給休暇の取得状況

⑶ 時間外勤務及び休日勤務等の状況

⑷ 特別休暇等の状況（令和７年４月１日時点）

区分
総付与日時数

Ａ
総使用日時数

Ｂ
対象職員数

Ｃ
平均取得日時数

Ｂ/Ｃ
取得率
Ｂ/Ａ

市長部局・教育委員
会事務局・その他事

務局
31,824日7時間 13,589日1時間 880人 15日4時間 42.7％

上下水道局 6,456日5時間 2,751日5時間 137人 20日0時間 42.6％

区 分 時間外・休日勤務総時間数
職員１人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

市長部局・教育委員会事務
局・その他事務局

131,486 時間 12.7 時間

上下水道局 9,639 時間 5.8 時間

休暇の種類 付与日数･期間等
有給･無
給の別

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 有給

公の職務執行のための休暇 必要と認められる期間 有給

骨髄液提供のための休暇 必要と認められる期間 有給

社会貢献活動のための休暇 １年につき５日の範囲内の期間 有給

生理休暇 その都度必要と認められる期間 有給

結婚休暇 ７日の範囲内の期間 有給

不妊治療のための休暇
年５日の範囲内（体外受精又は顕微授精に係る通
院等の場合は年１０日）

有給

妊産婦の健康診査等のための休暇

妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４週から
満３５週までは２週間に１回、妊娠満３６週から出産
までは１週間に１回、出産後１年まではその間に１
回、それぞれ１日の範囲内でその都度必要と認めら
れる時間

有給

妊婦の通勤緩和のための休暇
正規の勤務時間等の始め又は終わりにおいて、１日
を通じて１時間を超えない範囲内

有給

妊婦の母体等の健康保持のための休暇 必要と認められる時間 有給

妊娠に起因する障害のための休暇
２週間を超えない範囲内で、その都度必要と認める
期間

有給

出産休暇

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内
に出産する予定である場合には出産日までの期
間、出産した場合には出産日の翌日から８週間を経
過する日までの期間

有給

保育時間休暇 １日２回（午前、午後各１回）各３０分以内の期間 有給

妻の出産休暇 ２日の範囲内の期間 有給

子の養育休暇

妻が出産する場合であってその出産予定日の８週
間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日か
ら当該出産の日後１年までの期間内において５日の
範囲内の期間

有給

子の看護のための休暇
小学校第６学年までにある子１人につき５日の範囲
内の期間

有給

短期の介護のための休暇
１年につき５日（要介護者が２人以上の場合にあって
は、１０日）の範囲内の期間

有給

忌引休暇
死亡者の区分に応じ、１日から１０日までの範囲内の
期間

有給

法要休暇 １日の範囲内の期間 有給

夏季休暇 原則として連続する４日の範囲内の期間 有給
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⑸ 育児休業の状況

（単位：件）

⑹ 旅費制度の概要（令和７年４月１日時点）

※１ 宿泊費基準額は、宿泊地ごとの上限額であり、その範囲内で実費を支給する（「米子市職員等の旅

費に関する条例」による）。ただし、特別な事情が認められる場合は、当該基準額を超える宿泊費

を支給する。

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況

⑴ 分限処分者数

（単位：人）

地域貢献のための休暇 １年につき５日の範囲内の期間 有給

災害又は交通機関の事故等による休暇
事由に応じ、７日の範囲内の期間又は必要と認めら
れる期間

有給

介護休暇
介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続す
る６か月の期間内において必要と認められる期間

無給

介護時間
介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続す
る３年の期間内において１日２時間以内

無給

自己啓発等休業 ３年以内 無給

配偶者同行休業 ３年以内 無給

修学部分休業
２年以内の期間内において１週間の勤務期間の２分
の１の範囲

無給

高齢者部分休業
５５歳に達した日以後から定年退職日までで１週間
の勤務時間の２分の１の範囲内

無給

区 分 男性 女性

市長部局・教育委員会
事務局・その他事務局

育児休業の承認件数 23 12

育児休業期間延長の承認件数 - 6

上下水道局
育児休業の承認件数 1 -

育児休業期間延長の承認件数 - -

区分 特別職の職員

その他の特別職の職員及び一

般職の職員並びに本市の職員

以外の者

宿泊費基準額 11,000～27,000円 8,000～19,000円

宿泊手当（１夜につき） 2,400 円

区 分 免職 降任 休職 降給 計

市長部局・教育委員会事務局・その他事務局 － － 14 － 14

勤務実績が良くない場合 － － － － －

心身の故障の場合 － － 14 － 14

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － －

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた
場合

－ － － － －

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － －

条例で定めた事由による場合 － － － － －

上下水道局 － － － － －

勤務実績が良くない場合 － － － － －

心身の故障の場合 － － 1 － 1

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － －

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた
場合

－ － － － －

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － －

条例で定めた事由による場合 － － － － －
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⑵ 懲戒等処分者数

（単位：人）

５ 職員の服務の状況

営利企業等従事許可の状況

（市長部局・教育委員会事務局・その他事務局）

（単位：件）

（上下水道局）

計 － － 15 － 15

勤務実績が良くない場合 － － － － －

心身の故障の場合 － － 15 － 15

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － －

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた
場合

－ － － － －

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － －

条例で定めた事由による場合 － － － － －

区 分 戒告 減給 停職 免職 計 (訓告) (注意)

市長部局・教育委員会事務局・その他事務局 － － 1 － 1 3 2

法令に違反した場合 － － 1 － 1 － －

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 － － － － － － －

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 － － 1 － 1 － －

上下水道局 － － － － － － －

法令に違反した場合 － － － － － － －

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 － － － － － － －

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 － － － － － － －

計 － － 1 － 1 3 2

法令に違反した場合 － － 1 － 1 － -

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 － － － － － － －

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 － － 1 － 1 － －

営利企業等の従事の内容 許可件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員、顧
問、 評議員及び当該会社その他の団体の重要方針決定に参画する上級
職員の地位を兼ねる場合

1

自ら営利を目的とする私企業（農業を含む。）を営む場合 －

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 1

計 2

営利企業等の従事の内容 許可件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員、顧
問、 評議員及び当該会社その他の団体の重要方針決定に参画する上級
職員の地位を兼ねる場合

－

自ら営利を目的とする私企業（農業を含む。）を営む場合 －

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 1

計 1
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６ 職員の退職管理の状況

令和8年４月１日における離職後２年間に再就職した元職員

（市長部局・教育委員会事務局・その他事務局）

（単位：人）

※国又は地方公共団体に再就職した元職員（再任用を含む。）を除く。

（上下水道局）

※国又は地方公共団体に再就職した元職員（再任用を含む。）を除く。

７ 職員の研修の状況

（市長部局・教育委員会事務局・その他事務局）

（単位：人）

（上下水道局）

区 分

営利企業 営利企業以外の法人
再就職者
合計令和6年

度退職者
令和7年
度退職者

小計
令和6年
度退職者

令和7年
度退職者

小計

課長級以上 － － － － － － －

区 分

営利企業 営利企業以外の法人
再就職者
合計令和6年

度退職者
令和7年
度退職者

小計
令和6年
度退職者

令和7年
度退職者

小計

課長級以上 - 1 1 - - - 1

区分 実 施 区 分 等 人 数

階層別研修

鳥取県職員人材開発センター

新規採用職員、中堅職員、管理監督職 他
278

米 子 市

新規採用職員 他
547

希望受験研修
鳥取県職員人材開発センター

能力開発・向上研修
78

特定研修

米 子 市

人権問題研修、保有個人情報及び特定個人情報等保護研修、メンタル

ヘルス研修会 他

1783

派遣研修

米 子 市

自治大学校、国土交通大学校、市町村職員中央研修所、全国市町村国

際文化研修所 他

190

自主研修
米 子 市

通信教育、ｅラーニング 他
1

合 計 2877

区分 実 施 区 分 等 人 数

階層別研修

鳥取県職員人材開発センター

新規採用職員、中堅職員、管理監督職（新任係長、新任課長補佐、新

任課長） 他

33

希望受験研修
鳥取県職員人材開発センター

能力開発・向上研修
80

特定研修

米子市

認知症サポーター養成講座、個人情報取扱研修 他
89

米子市水道局

カスハラ防止研修、人権研修 他
284

実務研修

米子市水道局

配管実技講習、給水車運転講習 他
148

日本水道協会 41
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８ 職員の福祉の状況

⑴ 職員の福利厚生事業

職員の福祉に関する制度の充実を図り、もって公務の能率的運営に資するため、職員の年金制度及び

健康保険制度は、鳥取県市町村職員共済組合で行っている。また、その他の福利厚生事業は、一般財団

法人鳥取県市町村職員互助会と米子市職員互助会及び米子市上下水道局職員互助会で行っている。

ア 一般財団法人鳥取県市町村職員互助会について

（ア） 負担率

（イ） 令和 7年度米子市負担金決算額 10,307 千円（職員１人当たり 11,555 円）

令和 7年度米子市上下水道局負担金決算額 1,720 千円（職員１人当たり 9,980 円）

（ウ） 事業内容

イ 米子市職員互助会について

（ア） 負担率

（掛金及び市負担金は、職員１人当たり月額 500 円）

（イ） 令和 7年度米子市負担金決算額 5,466 千円（職員１人当たり 6,000 円）

（ウ） 事業内容

ウ 米子市上下水道局職員互助会について

（ア） 負担率

（掛金及び市負担金は、職員１人当たり月額 700 円）

（イ） 令和７年度米子市上下水道局負担金決算額 1,015 千円（職員１人当たり 8,400 円）

（ウ） 事業内容

情報発信スキルアップセミナー、経営初級・中級コース 他

その他

電気主任技術者技術研修、JWRC 水道講座、公営企業会計研修 他
110

自主研修
米子市水道局

給水装置工事主任技術者試験、情報処理安全確保支援士試験 他
4

合 計 789

区 分
職員掛金

（対給料月額）

市負担金

（対給料月額）

負担割合

（職員：市）

令和 7年度 2.0/1,000 2.0/1,000 1：1

給付事業 出産祝金・結婚祝金・弔慰金・入学（就職）祝金・退会せん別金

福祉事業
宿泊保養施設利用助成・インフルエンザ予防接種助成・
健康ウォーク・健康セミナー

費用負担割合 職員掛金：市負担金

令和 7年度 1：1

給付事業 永年勤続記念品・退会記念・弔慰金

文化体育活動助成事業 市内等文化体育施設の利用助成・文化体育行事の実施

その他 福利厚生施設（地下食堂）の管理・生命保険等の団体扱い

費用負担割合 職員掛金：市負担金

令和７年度 1：1

給付事業 勤続祝金・退会せん別金・弔慰金
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⑵ 職員の健康診断の状況

（単位：人）

９ 職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立て等の利益の保護の状況

⑴ 勤務条件に関する措置の要求の状況

（令和７年度） 該当なし

（令和６年度） 該当なし

⑵ 不利益処分に関する不服申立ての状況

１０ 公平委員会の業務の状況

⑴ 勤務条件に関する措置の要求の状況

（令和7年度） 該当なし

（令和6年度） 該当なし

⑵ 不利益処分に関する不服申立ての状況

（令和7年度） 該当なし

（令和6年度） 該当なし

文化体育活動助成事業 市内等体育文化施設の利用助成・文化体育行事の実施

その他 生命保険等の団体扱い・自動販売機の管理

区 分

受診者数

市長部局・教育委員会事務
局・その他事務局

上下水道局

定期健康診断 544 151

人間ドック 350 95

がん検診（胃がん、肺がん、大腸がん） 54 -

婦人検診 114 1

区 分 継続件数 不服申立件数

令和7年度 0 0

令和6年度 0 0


